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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、持続的な成長と長期安定的な企業価値の向上を経営の重要課題としています。

　その実現のためには、株主やお客様をはじめ、取引先、地域社会、従業員等の各ステークホルダーと良好な関係を築くとともに、お客様に満足し
ていただける商品を提供し続けることが重要と考え、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

１　経営理念　【原則３－１ (i)】

(１) 企業理念

　　当社は、トヨタグループの創始者、豊田佐吉の精神や研究発明ならびに事業経営における考え方をまとめた「豊田綱領」を、創業以来今日

　まで、経営の「核」として受け継いできました。

　　　「豊田綱領」 (https://global.toyota/jp/company/vision-and-philosophy/guiding-principles/)

　　1992年には社会情勢や事業構造の変化を受け、文化や価値観の違いを超えて世界各国・地域の人々と協力して事業を推進すべく、

　「豊田綱領」を踏まえ「トヨタ基本理念」を策定しました。

　　　「トヨタ基本理念」

　　　　１．内外の法およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、国際社会から信頼される企業市民をめざす

　　　　２．各国、各地域の文化、慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する

　　　　３．クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と豊かな社会づくりに取り組む

　　　　４．様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客様のご要望にお応えする魅力あふれる商品・サービスを提供する

　　　　５．労使相互信頼・責任を基本に、個人の創造力とチームワークの強みを最大限に高める企業風土をつくる

　　　　６．グローバルで革新的な経営により、社会との調和ある成長をめざす

　　　　７．開かれた取引関係を基本に、互いに研究と創造に努め、長期安定的な成長と共存共栄を実現する

(２) ビジョン

　　2011年3月には、当時の経営環境を踏まえ、「トヨタ基本理念」をもとに「トヨタグローバルビジョン」を発表し、「トヨタはお客様に選ばれる企業で

　ありたい。そして、トヨタをお選びいただいたお客様に、笑顔になっていただける企業でありたい」という想いのもと、企業の目指すべき方向性を

　明らかにしています。

　　「トヨタグローバルビジョン」 (https://global.toyota/jp/company/vision-and-philosophy/global-vision/)

２　経営戦略、経営計画　【原則３－１ (i)】

　　当社は「トヨタグローバルビジョン」の実現に向けて、2030年以降を見据えたお客様の価値観や技術トレンド、市場動向などを分析し、経営

　課題を明確にした上で、長期的な方向性を議論しています。また、市場や為替の見通し、グローバルでの生産供給体制などを考慮して、中期

　経営計画を地域ごとに策定しています。

　　自動車業界がかつて類を見ないほどのスピードで変革期を迎える中、2020年は、100年に一度の大変革の時代を生き抜き、新しいモビリティ

　社会を実現するため、今、自らやりきることとして、「自分たちの未来」を切り拓くイノベーションを起こす取り組み (未来へ挑戦) と、「仕事の

　進め方改革」を自ら実行し真の競争力を獲得する取り組み (年輪的成長) を重点方針としました。

　　企業価値向上のための長期戦略、および社会の持続可能な発展への貢献について、「Annual Report」に掲載して、ステークホルダーの

　皆様にお伝えしています。また、ESG (環境・社会・ガバナンス) に関する取り組みについて、「Sustainability Data Book」に掲載しています。

　　「Annual Report」 (https://global.toyota/jp/ir/library/annual/)

　　「Sustainability Data Book」 (https://global.toyota/jp/sustainability/report/sdb/)

３　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針　【原則３－１ (ii)】

　　本報告書「Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に

　記載していますので、ご参照ください。

４　取締役会等の役割・責務

　経営陣に対する委任の範囲　【補充原則４－１－１】

　　　当社は、取締役会規則において決議事項と報告事項を明確に定めることにより、執行役員に経営を委ね、「意思決定の迅速化」および「適正

　　な監督」を実施しています。

　　　「トヨタグローバルビジョン」の実現に向けた業務執行体制として、今までにないスピードで激しく変化する外部環境に迅速に対応するための

　　取り組みを続けており、2011年の「地域主体経営」、2013年の「ビジネスユニット制」、2016年の「カンパニー制」導入に続き、2017年は、意思

　　決定と業務執行のスピードをさらに上げるため、「取締役＝意思決定・監督」と「執行役員＝業務執行」の位置づけを一層明確にしました。

　　　さらに、2018年は、各現場と一体となった執行のスピードアップを図るため、執行役員体制の変更時期を従来の４月から１月に前倒しした



　　ほか、コーポレート機能の見直しや、国内販売事業本部のチャネル制から地域制への再編などにより、よりお客様・現場の近くでの意思決定

　　が可能な体制へ変更しました。

　　　2019年には、「経営のスピードアップ」と「人材育成の強化」を一層進めるため、専務役員以上を役員に、常務役員、常務理事、基幹職１級・

　　２級、技範級を幹部職にしました。幹部職は、若手、ベテランに関わらず、本部長・副本部長、工場長、統括部長からグループ長までの幅広い

　　ポストに適材適所で配置し、その時々の経営課題に対応し、現地現物での人材育成を強化します。

　　　また、2020年４月には、「副社長」と「執行役員」を「執行役員」に一本化しました。執行役員を同格にしたうえで、チーフオフィサー、

　　カンパニープレジデント、地域CEO、各機能担当に分け、それぞれの役割をより明確化し、役割は固定せず、その時々の適任者を配置

　　しています。トヨタでは「適材適所」の考えに基づき、機動的、継続的に改革を行ってきました。こうした改革の流れをさらに推し進め、

　　グローバルトヨタとしての最適視点で経営を考える体制を目指していきます。

　取締役会のバランス、多様性及び規模に関する考え方　【補充原則４－１１－１】

　　　取締役体制については、的確かつ迅速な意思決定と適材適所の観点より総合的に検討しています。

　　創業の理念を示した「豊田綱領」の実現に努め、将来に亘る持続的成長に向けた意思決定への貢献や、CASE

　　(Connected (コネクティッド) 、Autonomous/Automated (自動化) 、Shared (シェアリング) 、Electric (電動化) の頭文字をとった略称) などの

　　社会変革への対応や仲間づくりなど「モビリティカンパニー」へのモデルチェンジに貢献できることが、取締役には必要と考えています。

５　取締役会等の役割・責務を適切に果たすための仕組み

　経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続　【原則３－１ (iii)】

　　　当社は、創業の理念を示した「豊田綱領」の実現に努め、将来に亘る持続的成長に向けた意思決定への貢献や、CASEなどの社会変革

　　への対応や仲間づくりなど「モビリティカンパニー」へのモデルチェンジに貢献できることが、役員には必要と考えています。役員の報酬等は、

　　様々な取り組みを促すための重要な手段であり、以下の方針に沿って決定します。

　　中長期的な企業価値向上に向けた取り組みを促すものであること

　　優秀な人材の確保・維持できる報酬水準であること

　　経営者としてより一層強い責任感を持ち、株主と同じ目線に立った経営の推進を動機付けるものであること

　　　当社の取締役の報酬は、会社業績との連動性を確保し、職責や成果を反映した報酬体系としており、出身国の報酬水準も踏まえた

　　支給額および支給方法を定めています。また、社外取締役および監査役の報酬については、固定報酬のみといたします。会社業績に左右

　　されない報酬体系とすることで、経営に対する独立性を担保しています。

　　　当社の取締役の報酬等の額又はその制度については、取締役会と、社外取締役が過半数を占める「報酬案策定会議」で決定します。

　　　「報酬案策定会議」は、代表取締役　内山田竹志 (議長) 、代表取締役　小林耕士、社外取締役　菅原郁郎、社外取締役　Sir Philip Craven、

　　社外取締役　工藤禎子で構成します。

　　　取締役会は、本年度の報酬総額の決議と、個人別報酬額の決定を「報酬案策定会議」に一任することの決議をいたします。

　　　「報酬案策定会議」は、役員報酬制度の検討や、会社業績および取締役の職責、成果等を踏まえた個人別報酬額を決定します。

　　　監査役の報酬については、株主総会の決議によって定められた報酬枠の範囲内において、監査役の協議によって決定しています。

　経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続　【原則３－１ (iv)】

　　　取締役体制については、的確かつ迅速な意思決定と適材適所の観点より総合的に検討しています。

　　創業の理念を示した「豊田綱領」の実現に努め、将来に亘る持続的成長に向けた意思決定への貢献や、CASEなどの社会変革への対応や

　　仲間づくりなど「モビリティカンパニー」へのモデルチェンジに貢献できることが、取締役には必要と考えています。

　　　取締役の選解任については、社外取締役が過半数を占める「役員人事案策定会議」にて、取締役会への上程案を検討しています。

　　　監査役については、専門分野を中心とした幅広い経験・見識があり、業務執行状況の監査に加え、公正・中立的な立場で経営に

　　対する意見・助言をいただける人材が必要だと考えており、監査役の選解任については、社外取締役が過半数を占める「役員人事案策定

　　会議」にて監査役会に提案する内容を検討しています。

　　　なお、取締役および監査役が職責を十分に果たすことができない事由が生じた場合には、解任を検討します。

　個々の選解任・指名についての説明　【原則３－１ (v)】

　　　取締役・監査役の選任・指名については、「株主総会招集ご通知」に個人別の経歴および選任理由を示しています。

　独立社外取締役の有効な活用　【原則４－８】、独立社外取締役の独立性判断基準及び資質　【原則４－９】

　　　取締役９名のうち、３名の社外取締役について、会社法に定める社外取締役の要件、および金融商品取引所が定める独立性基準に従い、

　　独立役員として東京証券取引所に届け出ています。

　取締役・監査役の兼任状況　【補充原則４－１１－２】

　　　個々の上場会社の役員兼務状況については、毎年、「株主総会招集ご通知」に記載しています。

　取締役・監査役に対するトレーニングの方針　【補充原則４－１４－２】

　　　当社が重視する「もっといいクルマづくり」、「現地現物」の精神の理解・実践に加え、将来に亘る持続的成長に向けた意思決定に貢献できる

　　人材が必要であるという観点から、座学にとどまらない実践的な役員研修会、工場視察や試乗会などの機会を設定しています。

　　　以上に加えて、社外取締役や社外監査役には、当社の考え方や取り組みを理解いただくために、子会社も含めた現場視察などを実施して

　　います。取締役会の前には、議題を直接説明するなどして、各経営課題に対して、適切な助言をいただけるよう留意しています。

　　　また、社外役員会や社外取締役会などを通じて、経営戦略等について、業務執行側の役員との議論の場を設け、理解を深めていただいて

　　います。

　取締役会の実効性の分析・評価　【補充原則４－１１－３】

　　　当社は、取締役会の実効性向上のため、以下のとおり取締役会の分析・評価を実施しています。

　 (１) 分析・評価

　　　　取締役会議長の指示に基づき取締役会事務局が、実施状況に関する定量的な分析を行った後、取締役会メンバー (取締役および監査役)

　　　に対して、執行やその監督などの状況に関するアンケートを実施しています。

　　　　また、アンケート結果に基づき、社外取締役と社外監査役を含む取締役会メンバーに個別インタビューを実施し、取締役会事務局が

　　　取りまとめ、取締役会議長に説明の上、その結果を取締役会にて報告・議論しています。

　 (２) 結果の概要



　　　　今回の評価の結果、社外取締役を含むメンバーへ事前に議案に関する十分な情報を提供するなどの対応により、取締役会では、

　　　中長期的な企業価値向上を含めた幅広い視点から活発な質疑・意見交換が行われており、実効性が担保されていることが確認されました。

　　　　今後も、取締役会の実効性評価を継続し、更なる実効性向上に向けて改善をしていきます。

６　株主との対話　【原則５－１】

(１) 基本的な考え方

　　　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するためには、株主・投資家からの理解と支援が不可欠であると考えています。

　　株主・投資家に正確な情報を公平に提供しつつ建設的な対話を行い、長期的な信頼関係を構築していきます。

(２) ＩＲ体制

　　　株主・投資家との対話については、経理本部長による統括のもと、経理本部、広報部が担当し、米国ニューヨークおよび英国ロンドン

　　にはＩＲ担当者が常駐しています。各担当者は、社内の関係部署との密な連携により、株主・投資家に対して十分な情報を提供しています。

(３) 対話の方法

　　　報道機関、アナリスト、機関投資家向けの決算説明会 (四半期毎) をはじめ、経営戦略、事業、商品等に関する説明会を適宜実施して

　　います。個人投資家に対しては、ホームページ上に専用ページを設け、業績、事業内容、経営方針などを分かりやすく掲載するとともに、

　　証券取引所主催の説明会への参加などを通じ、直接会社の取り組みを説明します。

(４) 社内へのフィードバック

　　　株主・投資家との対話内容は、必要に応じ、取締役会・役員会議体等にフィードバックします。

(５) インサイダー情報および沈黙期間

　　　株主・投資家との対話において、インサイダー情報 (未公表の重要事実) を伝達することはしません。なお、四半期毎の決算日翌日から決算

　　発表日までは、決算情報に関する対話を控える「沈黙期間」としています。

７　株主の権利・平等性の確保

政策保有株式　【原則１－４】

(１) 投資株式の区分の基準及び考え方

　　　当社は、純投資目的以外の目的である投資株式 (政策保有株式) のみ保有しています。専ら株式の価値の変動または株式に係る

　　配当によって利益を受けることを目的とする純投資目的である投資株式は、保有していません。

(２) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 (政策保有株式)

　・保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

　１) 政策保有に関する方針

　　　当社は、政策保有株式について、その保有の意義が認められる場合を除き、保有しないことを基本方針としています。保有の意義が

　　認められる場合とは、開発・調達・生産・物流・販売のすべての過程において様々な協力関係が不可欠な自動車事業において、事業戦略、

　　取引先との事業上の関係の構築・維持・強化、地域や社会発展への貢献・協力などを総合的に勘案し、中長期的な観点から企業価値の

　　向上に資すると判断される場合をいいます。

　２) 政策保有の適否の検証　

　　　当社は、必要に応じて、企業価値向上や持続的成長を促す観点から建設的な対話を保有先企業と行い、経営上の課題の共有や改善に

　　繋げています。また、個別の政策保有株式について、経営環境の変化を踏まえた保有意義の再確認や、保有に伴う便益やリスクが

　　資本コストに見合っているか等の具体的な精査を行い、保有の適否を取締役会にて毎年検証しています。

　　　なお、事業環境の変化などにより保有の意義が認められない場合や保有の意義が希薄化した場合には、保有先企業と対話を行い、

　　理解を得た上で、売却を進めます。

　　　その結果、政策保有株式の銘柄数は、2015年３月末時点の200銘柄 (うち上場会社80銘柄) から2020年３月末時点の174銘柄

　　 （うち上場会社65銘柄） へ縮減しています。

　３) 政策保有株式に係る議決権行使基準

　　　原則として、全ての議案に対して議決権を行使します。

　　　当社は、議決権の行使は、定型的・短期的な基準で画一的に賛否を判断するのではなく、当該保有先企業の経営方針・戦略等を

　　十分検討した上で、中長期的な観点で企業価値の向上や株主利益の向上につながるかどうか等の観点に立って議案ごとに判断します。

　　　株主利益に大きな影響を及ぼしうる議案 (授権資本の拡大・買収防衛策・事業再編等) については、当該保有先企業との対話を通じ

　　賛否を判断します。

　　　なお、「政策保有株式の保有状況と銘柄別内訳」は、本報告書末尾をご参照ください。

８　関連当事者間の取引　【原則１－７】

　　当社は、役員との利益相反取引について、会社法に定められた手続きを遵守すると共に、取締役ではない執行役員との取引についても

　取締役会での承認・報告を要することとしています。

　　また、調達活動、生産・物流活動、営業活動等において、法令を遵守した取引を行うと共に、取引先との相互信頼に基づく相互繁栄、オープン

　で公正かつ公平な競争という方針に基づく取引を行うことを、「トヨタ行動指針」に定めており、取引先が主要株主である場合にも、同様の考え方

　で取引を行っています。

　　各関係部門は、当該方針に基づきガイドライン等を定めるなどして、関連当事者との取引が当社および株主共同の利益を害することが

　ないよう配慮しています。

９　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮　【原則２－６】

　　当社は、企業年金の積立金の運用が、従業員等の安定的な資産形成に加えて当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、

　企業年金が運用の専門性を高めてアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、企業年金基金に必要な資産運用等に関する

　専門性・経験を有する人材を配置するとともに、運用諮問委員会を実施するなど、人事面・運用面で適正な運営を実現するための体制構築に

　関するサポートを行っています。

　　また、当社は、投資先企業への議決権を行使する場合などにおいて、委託先運用機関へ判断を一任することで、企業年金の受益者と

　会社との間に生じ得る利益相反が適切に管理され、受益者の利益を害することがないよう配慮しています。

２．資本構成



外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 357,634,890 12.71

株式会社豊田自動織機 238,466,184 8.48

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 201,990,868 7.18

日本生命保険相互会社 127,332,233 4.53

ジェーピー モルガン チェース バンク

（常任代理人　（株）みずほ銀行決済営業部）
101,530,549 3.61

株式会社デンソー 89,915,245 3.20

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー

（常任代理人　（株）みずほ銀行決済営業部）
78,582,294 2.79

三井住友海上火災保険株式会社 56,814,367 2.02

資産管理サービス信託銀行株式会社 51,089,623 1.82

東京海上日動火災保険株式会社 51,064,729 1.82

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　大株主の状況は、2020年３月31日現在の状況です。なお、上記のほか、当社が保有する自己株式496,845,060株があります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部

決算期 3 月

業種 輸送用機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 300社以上

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　自動車事業は、素材から新技術まで総合力が試される事業であり、世界規模で競争を勝ち抜き、持続的に成長を続けていく上で、開発・調達・生
産・物流・販売まで、安定的なパートナーの存在が不可欠です。また、重要な取り組み分野である環境・安全・IT技術の強化において、グループ各
社との連携強化が必要です。価値観を共有し、社会の発展を目指すパートナーとして、長期的かつ継続的な協業関係を構築していくということが
仲間づくりの基本スタンスで、中長期的観点から企業集団としての企業価値向上を目指します。

　当社と上場子会社は、ビジョン、事業戦略を共有しつつ、上場子会社は、株主共同の利益のため、自主的な経営判断で、企業価値を向上するよ
う事業を運営しています。また、上場子会社では、独立役員が業務執行役員を監督し、一般株主と利益相反がないよう取締役会の独立性を確保
しています。

　上場子会社を含む子会社には、当社基本理念や行動指針を展開し、経営理念を共有、併せて人的交流、情報交換や、各社の経営上の重要事
項については、各社との間で合意した規程に基づき当社の事前承認または報告を求めることにより、企業集団のガバナンス体制の実効性を確保
しています。

　当社は、上場子会社として日野自動車株式会社 (東証・名証第一部) を有しています。商用車事業が取り組む環境・安全・IT技術分野における課

題には、トヨタグループとしての強みを生かしながらも、事業運営においては、当社の他に一般株主によるガバナンスを入れ、均衡のとれた規律の
もと企業価値向上が進むよう、上場を維持しています。同社は、取締役９名中 独立社外取締役３名を選任しており、一般株主との利益相反のない

よう独立性を確保しています。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

菅原　郁郎 他の会社の出身者

Sir Philip Craven 他の会社の出身者 △

工藤　禎子 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



菅原　郁郎 ○ ―――

公務員時に培われた政策立案や組織運営の
経験と知見、リスク管理や国際情勢といった高
い専門性と幅広いネットワークを活かし、複雑
な国際情勢に対応するための指南役を果たす
ことで、当社の企業価値向上に寄与いただくた
め。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
業務執行の妥当性を監督いただくことができる
と考えたため、当社の独立役員として指定して
います。

Sir Philip Craven ○

当社は、社外取締役のSir Philip Craven

が業務執行者であった国際パラリンピック
委員会と取引関係にありますが、Sir Philip

Cravenが同委員会の役職を退任してから
相当の期間を経過し、一般株主と利益相
反が生じるおそれがないと判断されること
から、概要の記載を省略しています。

国際的な組織を運営した豊富な経験や知見を
活かして、様々なステークホルダーに配慮した
指南役を果たすことで、当社の企業価値向上
に寄与いただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
業務執行の妥当性を監督いただくことができる
と考えたため、当社の独立役員として指定して
います。

工藤　禎子 ○

当社は、社外取締役の工藤禎子氏が業

務執行者である株式会社三井住友銀行と

取引関係にありますが、取引の規模、性

質に照らして、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断されることか

ら、概要の記載を省略しています。

銀行で培われた成長分野への投資判断や、世
界各国・地域におけるリスク把握といった高い
専門性を活かし、投資の妥当性とリスク管理に
配慮した指南役を果たすことで、当社の企業価
値向上に寄与いただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
業務執行の妥当性を監督いただくことができる
と考えたため、当社の独立役員として指定して
います。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員人事案策定会
議

5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬案策定会議 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

　　役員人事案策定会議は取締役会に上程する取締役、監査役の選解任案の検討、報酬案策定会議は役員報酬制度の検討および会社業績や
取締役の職責、成果等を踏まえた個人別報酬額の決定を行います。両会議のメンバーは、代表取締役　内山田竹志 (議長) 、代表取締役　小林

耕士、社外取締役　菅原郁郎、社外取締役　Sir Philip Craven、社外取締役　工藤禎子です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している



定款上の監査役の員数 7 名

監査役の人数 6 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会において会計監査人による監査計画や監査の方法および結果について定期的に報告を受けています。また、監査全般に関する事項

について適宜会合を開催し、十分な意見交換を実施しています。

　内部監査に関しては、独立した専任組織が財務報告に係る内部統制の有効性を評価しています。監査役は、当該組織より、監査計画や監査の

方法および結果について、定期的あるいは必要に応じて随時に報告を受けています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

和気　洋子 学者

小津　博司 弁護士

平野　信行 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

和気　洋子 ○ ―――

国際経済学・環境経済学に関する深い見識と
幅広い経験を有し、当社の環境への取り組み
や持続可能な社会の実現について有益な意見
を示していただくなど、重要な役割を果たしてい
ただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
監査活動を実施いただくことができると考えた
ため、当社の独立役員として指定しています。



小津　博司 ○ ―――

検事総長などの要職を歴任されており、法曹界
での豊富な経験と高度な専門知識を有し、コー
ポレートガバナンスやリスクマネジメントに関す
る当社の取り組みについて助言をいただくな
ど、重要な役割を果たしていただくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
監査活動を実施いただくことができると考えた
ため、当社の独立役員として指定しています。

平野　信行 ○

当社は、社外監査役の平野信行氏が業

務執行者であった株式会社三菱UFJ銀行
と取引関係にありますが、取引の規模、性
質に照らして、一般株主と利益相反が生じ
るおそれがないと判断されることから、概
要の記載を省略しています。

金融・財務分野を中心とする高度で幅広い専
門的識見や卓越した経営ノウハウに基づき助
言をいただくなど、重要な役割を果たしていた
だくため。

また、当社の親会社・兄弟会社の業務執行者、
当社の主要な取引先の業務執行者、当社から
役員報酬以外に多額の金銭・財産を受け取っ
ている弁護士・会計士・コンサルタントまたはそ
れらの近親者 (二親等) に該当せず、取引所規

則により独立性の説明が要請される者のいず
れにもあたらないことから、公正・中立な立場で
監査活動を実施いただくことができると考えた
ため、当社の独立役員として指定しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

　独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　業績連動報酬の方針とプロセスについては、本報告書の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の

基本情報／１. 基本的な考え方／【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】」に記載していますので、ご参照ください。

　業績連動報酬の決定方法については、以下のとおりです。

　　日本籍の取締役 (社外取締役を除く)

　　　　　当社では、「連結営業利益」、「当社株価の変動率」および「個人別査定」に基づいて役員一人ひとりが１年間に受け取る報酬の総額

　　　　（以下、「年間総報酬」という）を設定しています。年間総報酬から固定報酬を差し引いた残額を、業績連動報酬としています。日本に所在

　　　　する企業群をベンチマークした役員報酬水準を参考に、役職・職責に応じた適切な年間総報酬水準を決定しています。「連結営業利益」

　　　　は当社の取組みを業績で評価する指標、「当社株価の変動率」は当社の取組みを株主・投資家が評価する企業価値指標、「個人別査定」

　　　　は役員一人ひとりの成果を定性的に評価するものとしています。年間総報酬の設定は、役員報酬のベンチマーク結果を踏まえた理論式

　　　　に基づきます。「連結営業利益」と「当社株価の変動率」に基づいて設定した役職毎の年間総報酬に、「個人別査定」による調整を行い

　　　　ます。「個人別査定」は役職毎の年間総報酬の±15%の範囲内で設定します。

　　外国籍の取締役 (社外取締役を除く)

　　　　　人材を確保・維持できる報酬水準・構成で、固定報酬と業績連動報酬を設定しています。固定報酬は職責や出身国の報酬水準を

　　　　踏まえて設定しています。業績連動報酬は職責や出身国の報酬水準を踏まえ、「連結営業利益」、「当社株価の変動率」および「個人別

　　　　査定」に基づいて設定し、各項目の考え方は日本籍の取締役 (社外取締役を除く) と同じです。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

　連結報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行っています。

　有価証券報告書、事業報告は、当社のホームページにも掲載し、公衆の縦覧に供しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　当社の取締役の報酬等は、2019年６月13日開催の第115回定時株主総会決議により現金報酬枠が年額30億円以内 (うち社外取締役３億円以

内) 、株式報酬枠が年額40億円以内と定められています。

　当社の監査役報酬額は、2008年６月24日開催の第104回定時株主総会決議により、月額30百万円以内と定められています。

　方針などについては、本報告書の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報／１. 基本的

な考え方／【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】」に記載していますので、ご参照ください。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　取締役会上程議案の事前説明を実施するなど、十分な情報提供を常勤監査役や取締役等より行っています。なお、監査役の職務を補助する

専任組織として監査役室を設置しています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

豊田　章一郎 名誉会長
トヨタグループの方向性に関する
助言

常勤

報酬あり
1992/09/25

2020年７月１日か
ら2021年６月30日

(１年間)

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

・当社は、2020年６月11日開催の取締役会で、相談役・顧問の廃止を決議しました。

　今後は名誉会長のみを置くことができるものとします。

・当社名誉会長は、当社の取締役会および経営会議その他の会議体に出席することはなく、

　当社の経営上の意思決定に関与する権限は有していません。

・上記は2020年７月１日時点の対象者を記載しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役体制】

　　取締役体制については、的確かつ迅速な意思決定と適材適所の観点より総合的に検討しています。創業の理念を示した「豊田綱領」の

　実現に努め、将来に亘る持続的成長に向けた意思決定への貢献や、CASEなどの社会変革への対応や仲間づくりなど「モビリティカンパニー」

　へのモデルチェンジに貢献できることが、取締役には必要と考えています。

　取締役の選解任については、社外取締役が過半数を占める「役員人事案策定会議」にて取締役会に上程する案を検討しています。

　　また、当社は、経営の意思決定に社外の声を十分に反映するため、社外取締役３名を選任し、全員を独立役員として金融商品取引所に

　届出をしています。独立役員である社外取締役の選任にあたっては、会社法に定める社外取締役の要件および金融商品取引所が定める

　独立性基準に従って検討しています。社外取締役からは、当社の経営判断・意思決定の過程で、業務執行から独立した立場で専門分野を

　含めた幅広い経験、見識に基づいた助言をいただいています。

　　2019年度の取締役会は、全17回開催しています。取締役会では、決算・人事などの定例議題に加え、経営戦略に関わる多岐にわたる

　議題を取り上げ、活発な審議を行っています。

【業務執行、監督等】

　　持続的成長と中長期的な企業価値向上に向けて、取締役会より権限を委譲された社長・チーフオフィサーを中心とする執行役員が、

　ビジネスユニット (カンパニー／事業・販売) と一体となり迅速な意思決定を実現し、取り組みを推進します。また、社外取締役・社外監査役も



　参加する「サステナビリティ会議」では企業の持続的成長に向けて社会目線で監督するとともに、ガバナンス体制について審議します。

　　その他、「労使協議会・労使懇談会」などの各種協議会を通じて、様々なステークホルダーの視点から、経営や企業行動のあり方について

　審議、モニタリングを行っています。

　　内部監査の状況については、監査役会等を通じて、また、会計監査については、会計監査人により監査役会を通じて社外監査役を含む

　監査役に報告されています。内部監査については、経営者直轄の独立した専任組織 (内部監査室36名) を設置して、体制面の充実をはかり、

　財務報告に係る内部統制の有効性の評価を米国企業改革法404条および金融商品取引法第24条の４の４第１項に従い、行っています。

　これらの監査役監査および内部監査に、外部監査人による会計監査を加えた３つの監査機能は、財務報告に対する信頼性向上のため、

　定期的に、あるいは必要に応じて随時会合をもち、それぞれの監査計画と結果について情報共有、意思疎通をはかりながら、効率的で

　実効性のある監査を実施しています。

【会計監査体制】

　会計監査の状況については、次のとおりです。

　　監査法人の名称　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　　継続監査期間　2006年以降

　　　なお、1982年７月トヨタ自動車販売株式会社と合併後の監査法人については、次のとおりです。

　　　　2000年３月期まで　監査法人伊東会計事務所

　　　　2001年３月期から2006年３月期まで　中央青山監査法人

　　　　(注) １　監査法人伊東会計事務所は、2001年１月１日付で中央青山監査法人と合併し、中央青山監査法人となりました。

　　　　(注) ２　中央青山監査法人は、ＰｗＣあらた有限責任監査法人と同一のネットワークに属していました。

　　業務を執行した公認会計士

　　　中嶋康博

　　　手塚謙二

　　　山口健志

　　　中谷聡子

　　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士　 57名

　　　会計士補等 　34名

　　　その他　　　　 61名

【監査役制度】

　　当社は、監査役制度を採用しており、監査役６名 (社外監査役３名を含む) は、監査役会が定めた監査の方針および実施計画に従って

　監査活動を実施し、コーポレートガバナンスの一翼を担っています。監査役については、専門分野を中心とした幅広い経験・見識があり、

　業務執行状況の監査に加え、公正・中立的な立場で経営に対する意見・助言をいただける人材が必要だと考えており、監査役の選解任に

　ついては、社外取締役が過半数を占める「役員人事案策定会議」にて監査役会に提案する内容を検討しています。

　　また、当社では３名の社外監査役を選任しており、全員を独立役員として金融商品取引所に届出をしています。社外監査役選任に

　あたっては、会社法に定める社外監査役の要件および金融商品取引所が定める独立性基準に従って検討しています。

【責任限定契約】

　　当社は、社外取締役および社外監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を

　限定する契約を締結しており、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、お客様の声や現場の情報を迅速に経営陣に伝え、適時・的確な経営判断を実現することに加え、その経営判断がお客様や社会に

受け入れていただけるものかを常にチェックできる体制を構築することが重要であると考えています。当社としては、社外取締役を含む取締役会
と、社外監査役を含む監査役会により、業務執行を監督・監査する現体制が最適であると考えています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
定時株主総会においては、「株主総会招集ご通知」を発送日に先立って当社ウェブサイト
へ掲載しています。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日および準集中日を回避して開催しています。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を可能にしています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する、機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加して

います。

招集通知（要約）の英文での提供
英文の招集通知を作成し、自社ホームページおよび機関投資家向け議決権電子行使

プラットフォームへ掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
説明会 (不定期) の開催に加え、ホームページ上に個人投資家向けの

専用ページを設け、業績や事業内容などを分かりやすく掲載しています。
なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に、決算報告ならびに当該年度の経営戦略等をご説明しています。

加えて、中長期的な経営の方向性に関する経営説明会 (不定期) を開催

しています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
四半期毎に、決算報告ならびに当該年度の経営戦略等をご説明しています。
加えて、中長期的な経営の方向性に関する経営説明会 (不定期) を開催して

います。

あり

IR資料のホームページ掲載
有価証券報告書などの法定開示資料に加えて、決算説明会その他の

説明会資料をタイムリーに掲載しています。また、新車発表などの

記者会見の動画配信を行い、情報提供の充実をはかっています。

IRに関する部署（担当者）の設置
経理本部、広報部、米国ニューヨークおよび英国ロンドンに常駐のIR担当を設
置しています。

その他 投資家との個別面談・工場見学の受け入れなど、多数実施しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、持続可能な発展のために、全てのステークホルダーを重視した経営を行い、

オープンで公正なコミュニケーションを通じて、ステークホルダーとの健全な関係の

維持・発展に努めることを、企業の社会的責任に関する方針 (ＣＳＲ方針) 「社会・地球の

持続可能な発展への貢献」に明記し、公開しています。

　https://global.toyota/jp/sustainability/csr/policy/



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、トヨタグローバルビジョンの実現を通じ、社会・地球の調和のとれた持続可能な

発展に貢献します。

環境問題への対応については、当社はこれを経営の最重要課題のひとつと位置づけ、

2015年には「トヨタ環境チャレンジ2050」を策定し、長期的な視点で人とクルマと自然が

共生する社会を目指しています。

その他、サステナビリティに関する具体的な取り組みについては、「Annual Report」、

「Sustainability Data Book」および「環境報告書」に掲載しています。

Annual Report

　https://global.toyota/jp/ir/library/annual/

Sustainability Data Book

　https://global.toyota/jp/sustainability/report/sdb/

環境報告書

　https://global.toyota/jp/sustainability/report/er/

サステナビリティに関する情報

　https://global.toyota/jp/sustainability/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、事業・財務状況と成果の適時かつ適正な開示を行うことをＣＳＲ方針「社会・地球

の持続可能な発展への貢献」に掲げ、実践しています。具体的には、経理担当役員を

委員長とする情報開示委員会を設置し、金融商品取引法に基づく有価証券報告書、

四半期報告書、ならびに米国証券取引所法に基づく年次報告書の作成、報告および

評価を目的とした定例委員会を開催するほか、必要な場合には、臨時委員会を適宜

開催し、情報開示の正確性・公正性および適時性を確保しています。



その他

【女性の活躍推進に関する自主行動計画】

　当社は、ダイバーシティ尊重の人事施策の一環として、1992年に女性事技職の本格採用
を開始して以降、長期雇用・人材育成の観点から、両立支援策の充実・強化を重点に取り
組んできました。

　結果、女性事技職の退職率は低下し、女性管理職数も着実に増加 (2003年：７名→2020

年：263名) してきました。

　現在、女性の長期の育児休職取得によるキャリアの遅れを最小化すべく、産休・育休か
らの早期復帰を支援するなど、更なる女性の活躍促進に活動の軸足を移し、以下の通り、
取り組みを充実・強化しています。

≪主な取り組み≫

[採用]

■　新卒採用時の女性比率向上

　　中長期的に、女性事技職の在籍比率・管理職比率が当該労働市場の女性比率

　(事務系40%、技術系10%) と同等となるよう、女性事技職の採用を強化。

　　2019年度採用実績は事務系40%、技術系13%。

[育児と仕事の両立支援、早期復職に向けた職場環境整備]

■　託児環境の整備

　・ 社内託児所増設 (2018年度より４施設・定員460名)

　・ 早朝・宿泊保育、病児保育、工場-託児所間の送迎バス等対応

■　両立支援制度の充実

　・ 法定より対象を拡大した育児休職、時短勤務、子の看護休暇等の導入

　・ 在宅勤務制度

　・ 工場での交替勤務職場で常に昼勤務を可能とする制度

　・ 工場での交替勤務職場で常に昼勤務を可能とし、かつ出勤時間を遅らせることが

　　できる制度

　・ 早期復職者への保育費用補助 (ベビーシッター等)

[早期からのキャリア意識の形成と計画的かつ徹底的な育成]

　・ 一人ひとりのライフイベントを踏まえた個別育成計画書の作成

　・ 配偶者の転勤等により退職した社員を再雇用する「キャリアカムバック制度」

　・ 配偶者の海外転勤時に、同時赴任を調整、またはトヨタグループの事業体での現地

　　就労を支援

　・ イントラネットでの各種支援情報提供、ロールモデル紹介

　・ 産休前セミナー、両立支援面談の実施

[その他]

■　「トヨタ女性技術者育成基金」への継続参画

　・ 製造業における女性技術者の活躍促進に貢献するためにトヨタ女性技術者育成基金

　　を2014年に設立

　・ 中・高生向けに、女性技術者が仕事の魅力を伝える「出前授業」を実施、2019年度は

　　19校へ訪問し、約2,000名の生徒が参加

　・ 理系女子大学生向けには、奨学金 (年60万円) と女性技術者や他大学の学生との

　　交流機会を提供、2019年度は奨学生として新たに100名が参加、これまでの奨学生の

　　総数は588名

≪女性活躍推進に関する目標≫

　女性活躍推進法に基づき、以下の目標を掲げています

　・女性管理職数を、登用目標を定めた2014年時点に対し、2025年に４倍、

　　2030年には５倍とする

　・育児・介護等の事由の有無に関わらず活用できる、在宅勤務・テレワークの

　　利用者数を、2025年時点で全社員 (生産職を除く時間管理対象者) の50%以上とする

【女性役員の状況】

　本報告書提出日現在において、取締役９名および監査役６名のうち、女性は取締役の工
藤禎子氏、監査役の和気洋子氏の２名です。

　また、加古慈氏が先進技術開発Co.の統括部長として、大塚友美氏がサステナビリティ推
進室のフェローおよびDeputy Chief Sustainability Officerとして、活躍しています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【業務の適正を確保するための体制に関する基本認識】

当社は、「トヨタ基本理念」および「トヨタ行動指針」に基づき、子会社を含めて健全な企業風土を醸成しています。実際の業務執行の場に

おいては、業務執行プロセスの中に問題発見と改善の仕組みを組み込むとともに、それを実践する人材の育成に不断の努力を払っています。

【業務の適正を確保するための体制とその運用状況の概要】

当社は、「内部統制の整備に関する基本方針」に基づき、企業集団としての業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めて

います。また、毎事業年度、内部統制の整備・運用状況の点検を行い、内部統制の運用実施部署における活動が自律的に実施され、必要に応じ

強化が図られていることを確認するとともに、その内容をサステナビリティ会議および取締役会で確認しています。

(１) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　〔体制〕

　　 １ 倫理規程、取締役に必要な法知識をまとめた解説書等を用い、新任役員研修等の場において、取締役が法令および定款に則って

　　　　行動するよう徹底します。

　　 ２ 業務執行にあたっては、取締役会および組織横断的な各種会議体で、総合的に検討したうえで意思決定を行います。また、これらの

　　　　会議体への付議事項を定めた規程に基づき、適切に付議します。

　　 ３ 企業倫理、コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要課題と対応についてサステナビリティ会議等で適切に審議します。

　〔運用状況の概要〕

　　 １ 取締役を含む役員が遵守すべき基本的事項を「トヨタ基本理念」「トヨタ行動指針」「役員倫理規程」等に規定し、各役員に周知しています。

　　　　また、役員が留意すべき法令や定款の内容をマニュアルに記載し、各役員に周知しています。さらに、新任役員就任時にマニュアルを

　　　　用いてコンプライアンスに関する教育を行っています。

　　 ２ 業務執行にあたっては、会議体への付議事項を定めた規程に基づき、取締役会および組織横断的な各種会議体に適切に付議し、

　　　　総合的に検討したうえで意思決定を行っています。取締役会では、(１) 会社法および他の法令に規定された事項、(２) 定款に規定された

　　　　事項、(３) 株主総会の決議により委任された事項、(４) その他経営上の重要な事項を決議事項とし、(１) 業務の執行の状況、その他

　　　　会社法および他の法令に規定された事項、(２) その他取締役会が必要と認めた事項を報告事項として定めています。

　　 ３ 「トヨタ基本理念」「トヨタグローバルビジョン」等の精神に則り中長期的に持続的成長するガバナンス体制の実現を目的に、

　　　　サステナビリティ、企業倫理、コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要課題と対応について、サステナビリティ会議で適切に

　　　　審議しています。

(２) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　〔体制〕

　　　取締役の職務の執行に係る情報は、関係規程ならびに法令に基づき、各担当部署に適切に保存および管理させます。

　〔運用状況の概要〕

　　　関係規程および法令に基づき、各担当部署に取締役の職務の執行に必要となる会議体資料や議事録等の情報を適切に保存および

　　　管理させています。また、機密管理を含めた情報セキュリティ全般に対して、グローバルな推進体制や仕組みを整備するとともに、

　　　当社および子会社の取り組み状況の点検を定期的に行っています。

(３) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　〔体制〕

　　 １ 予算制度等により資金を適切に管理するとともに、稟議制度等により所定の権限および責任に基づいて業務および予算の執行を

　　　　行います。重要案件については、取締役会や各種会議体への付議基準を定めた規程に基づき、適切に付議します。

　　 ２ 資金の流れや管理の体制を文書化する等、適正な財務報告の確保に取り組むほか、情報開示委員会を通じて、適時適正な

　　　　情報開示を確保します。

　　 ３ 安全、品質、環境等のリスクおよびコンプライアンスについて、各担当部署が、必要に応じ各地域と連携した体制を構築するとともに、

　　　　規則を制定し、またはマニュアルを作成し配付すること等により、管理します。

　　 ４ 災害等の発生に備えて、マニュアルの整備や訓練を行うほか、必要に応じて、リスク分散措置および保険付保等を行います。

　〔運用状況の概要〕

　　 １ 収益計画に基づき、一般経費、試験研究費、設備投資等の費目ごとに決められた管理部署へ予算を割り当て、予算管理を行っています。

　　　　重要案件については、取締役会や各種会議体への付議基準を定めた規程に基づき、適切に付議しています。

　　 ２ 適正な財務報告を確保するため、連結財務報告作成のために収集している財務情報について解説書を作成し、必要に応じて子会社に

　　　　展開しています。また、適時適正な情報開示を確保するため、情報開示委員会を通じて、情報の収集、開示要否の判断を行っています。

　　　　法の要請により、当社および重要な子会社の各プロセスについて文書化を行ったうえ、財務報告に係る内部統制の有効性を評価して

　　　　います。また、開示プロセスの有効性を評価しています。

　　 ３ 安全、品質、環境等のグローバルリスクマネジメントの責任者であるCROのもとに、各地域を統括する地域CROを設置し、各地域の

　　　　リスクマネジメント体制の構築を行っています。また、社内のヘッドオフィスでは機能別リスク担当として各本部長・各部門リスク責任者を、

　　　　各カンパニーでは製品別のリスク担当として各プレジデント・リスク責任者を任命し、各地域本部と連携・サポートしあえる体制をとっており、

　　　　必要に応じて見直しや強化を図っています。

　　　　品質については、Global-CQO (Chief Quality Officer) が各地域のRegional-CQOを統括し、お客様の声と真摯に向き合った製品・

　　　　サービス品質の向上、また法規動向に対応したモノづくりを全社グローバル一体となって推進しています。また、市場の状況を

　　　　注視し、品質リスクに対するマネジメント体制を維持、強化しています。

　　 ４ 災害等に備え、生産復旧、システム復旧などに向けたBusiness Continuity Plan (BCP) を本部および部ごとに策定し、毎年定期的な

　　　　訓練 (初動対応・復旧対応) を行うことで改善を続けています。また、当社のBusiness Continuity Management (BCM) は「従業員・家族」

　　　　「トヨタグループ・仕入先等」「トヨタ」が三位一体となった活動として推進しています。

　　

(４) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　〔体制〕

　　 １ 中長期の経営方針および年度ごとの会社方針をもとに、組織の各段階で方針を具体化し、一貫した方針管理を行います。

　　 ２ 取締役は、現場からの的確な情報に基づき、経営方針を迅速に決定するとともに、当社の強みである「現場重視」の考え方のもと、

　　　　各地域、各機能、各工程における業務執行の責任者を定め、幅広い権限を与えます。各業務執行責任者は、経営方針達成のため、



　　　　それぞれの業務計画を主体的に策定し、機動的な執行を行い、取締役はこれを監督します。

　　 ３ 随時、各地域の外部有識者をはじめとした様々なステークホルダーの意見を聞く機会を設け、経営や企業行動のあり方に反映させます。

　〔運用状況の概要〕

　　 １ 中長期的なお客様の価値観や技術のトレンド等を勘案した長期事業戦略を踏まえ、地域別の中期経営計画およびカンパニー経営プランを

　　　　策定しています。また、その年に会社として進むべき大きな方向性を定めた「方針指針」を策定し、組織の各段階で方針を具体化すること

　　　　で、一貫した方針管理を行っています。

　　 ２ 商品群ごとに「カンパニー」を設置するとともに、各地域、各機能、各工程を「本部」と位置づけ、カンパニー・本部の中の各部が中心と

　　　　なって業務執行を行うという現場主義で全社網羅的な組織を採用しています。取締役会においては、執行役員である社長・

　　　　チーフオフィサーから、現場に即した会社の状況を適切に提供を受けて、効率的な意思決定を行っています。

　　　　業務執行責任者であるカンパニープレジデントや本部長は、組織の方針を自律的に策定・運営し、チーフオフィサー以上はこれを監督

　　　　しています。

　　 ３ 各地域の外部有識者をはじめとした様々なステークホルダーの意見を聞く機会を設け、社外の視点からのアドバイスや情報を入手すること

　　　　により、経営や企業行動のあり方の検討に役立てています。

(５) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　〔体制〕

　　 １ 各組織の業務分掌を明確化するとともに、継続的な改善を図る土壌を維持します。

　　 ２ 法令遵守およびリスク管理の仕組みを不断に見直し、実効性を確保します。そのため、各部署が点検し、サステナビリティ会議等に

　　　　報告する等の確認を実施します。

　　 ３ コンプライアンスに関わる問題および疑問点に関しては、当社が外部に設置するスピークアップ相談窓口等を通じて、法令遵守および

　　　　企業倫理に関する情報の早期把握および解決を図ります。

　〔運用状況の概要〕

　　 １ 業務分掌の明確化を通じて、業務の見える化を進めています。また、入社時教育や各階層別教育において問題解決能力の教育等を

　　　　実施し、現地現物による問題の早期発見・解決と再発防止のための「改善」する職場文化を醸成しています。

　　 ２ コンプライアンスに関する基礎知識の習得による全社コンプライアンス意識向上のため、新入社員をはじめ幅広い従業員を対象に

　　　　教育を実施しています。

　　　　重要なリスク分野については、各部署が自部署の仕組みを点検し、改善を行う活動を実施し、その結果を、サステナビリティ会議に報告

　　　　しています。

　　 ３ コンプライアンスに関する様々な問題および疑問点を社外の弁護士に相談することができるスピークアップ相談窓口を設置しています。

　　　　弁護士から連絡を受けた当社 (事務局および関連部署) は事実調査を行い、必要な措置を取っています。なお、当社は、本窓口への

　　　　相談内容および対応結果を当社関係役員に報告しています。

(６) 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　〔体制〕

　　　経営理念の共有のために、「トヨタ基本理念」や「トヨタ行動指針」を子会社に展開し、人的交流を通じた経営理念の浸透も行うことで、

　　　企業集団の健全な内部統制環境の醸成を図ります。

　　　また、子会社の財務および経営を管理する部署と事業活動を管理する部署の役割を明確化し、子会社の位置づけに応じた多面的な

　　　管理を図ります。これらの部署は、子会社との定期および随時の情報交換を通じて子会社の業務の適正性と適法性を確認します。

　　　1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制

　　　　　子会社の経営上の重要事項に関しては、子会社との間で合意した規程に基づき、当社の事前承認または当社への報告を

　　　　　求めるとともに、当社の各種会議体への付議事項を定めた規程に基づき、当社の取締役会等において審議します。

　　　2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　　財務、安全、品質、環境、災害等のリスク管理に関しては、子会社に対して、取り組みを推進する体制を整備し、重大なリスクについて

　　　　　速やかに当社に報告することを求めるとともに、重要課題と対応については当社の各種会議体への付議事項を定めた規程に基づき、

　　　　　サステナビリティ会議等において審議します。

　　　3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　　子会社の取締役に対して、現場からの的確な情報に基づき、経営方針を迅速に決定するとともに、業務分掌を定め、それに基づく

　　　　　適切な権限委譲を行い、業務が効率的に行われるよう求めます。

　　　4) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　　　子会社に対してコンプライアンスに関する体制の整備を求め、当社はその状況について定期的に点検を行い、その結果を当社の

　　　　　サステナビリティ会議等に報告する等の確認を実施します。

　　　　　子会社におけるコンプライアンスに関わる問題および疑問点に関しては、子会社が設置する内部通報窓口や、当社が外部に設置する

　　　　　国内子会社を対象とした通報窓口等を通じて、子会社の法令遵守および企業倫理に関する情報の早期把握および解決を図ります。

　〔運用状況の概要〕

　　　「トヨタ基本理念」や「トヨタ行動指針」を子会社に展開するとともに、人的交流を通じた経営理念の浸透を行うことで、子会社の経営理念や

　　　行動指針等に適切に取り入れるよう指導しています。

　　　また、子会社管理に関する役割と実施事項を明確化し、各部署は子会社の位置づけに応じた多面的な管理を図っています。さらに、

　　　毎事業年度、各部署による子会社管理の実施状況を点検し、その結果をサステナビリティ会議等で確認しています。

　　　1) 子会社の経営上の重要事項に関しては、子会社との間で合意した規程に基づき、当社の事前承認を求め、または当社への報告を

　　　　　行うよう指導しています。そのうち、グループ経営上の重要な事項は当社の取締役会付議事項に則って、取締役会において

　　　　　審議しています。

　　　2) 財務、安全、品質、環境、災害等のリスク管理に関しては、子会社に対して、取り組みを推進する体制を整備し、重要なリスクについて、

　　　　　子会社との定期的なコミュニケーション等を通じて速やかに当社に報告することを求めています。重要課題と対応については、

　　　　　付議事項に基づき、サステナビリティ会議または取締役会において、それぞれ審議しています。

　　　3) 子会社で、効率的な業務執行のための組織が見直され、適切に業務が分掌され、権限が付与されていることを確認しており、

　　　　　必要に応じ改善を求めています。

　　　4) 重要なリスク分野について、子会社各社が自社のコンプライアンスに関する体制が整備されているか点検して、改善を行う活動を実施し、

　　　　　その結果を、当社のサステナビリティ会議に報告しています。

　　　　　また、子会社における財務上のコンプライアンスについては、子会社で整備すべき規程等を子会社に展開しています。当社は、

　　　　　当該規程等が各子会社の日常業務に浸透するよう、定期的な自主点検の実施を子会社に対して指導するとともに、毎期策定する

　　　　　子会社経理監査計画に基づく直接監査および随時の特別監査を実施し、その結果を当社関係役員に報告しています。また、子会社

　　　　　取締役等の職務が法令に適合することを確保するため、遵守すべき法令、その対応のポイント等を示すなど、当該取締役等に対する

　　　　　啓発活動に努めています。

　　　　　子会社におけるコンプライアンスに関わる問題および疑問点に関しては、子会社が設置する内部通報窓口のほか、当社が外部に



　　　　　設置する国内子会社を対象とした通報窓口を通じて把握し、子会社や当社関係部署により事実調査・対応改善・関係役員報告等、

　　　　　必要な措置を取っています。

(７) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に

　　 関する体制及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する体制

　〔体制〕

　　　監査役室を設置し、専任の使用人を数名置きます。当該使用人は、監査役の指揮命令に従わなければならないものとし、

　　　その人事については、事前に監査役会または監査役会の定める常勤監査役の同意を得ます。

　〔運用状況の概要〕

　　　監査役室を設置し、専任の使用人を数名配置しています。監査役室の組織変更および人事については、監査役会で選定された

　　　監査役の同意を得ています。

(８) 監査役への報告に関する体制及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　〔体制〕

　　 １ 取締役は、主な業務執行について担当部署を通じて適宜適切に監査役に報告するほか、当社または子会社に著しい損害を及ぼす

　　　　おそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告します。

　　 ２ 取締役、執行役員および使用人は、監査役の求めに応じ、定期的にまたは随時に、事業に関する報告を行うほか、

　　　　必要に応じ子会社の取締役等からも報告させます。また、当社または子会社が設置する内部通報窓口への重要な通報案件についても、

　　　　監査役に報告します。

　　 ３ 監査役への報告をした者について、当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けることはない旨を定めた規程を整備します。

　〔運用状況の概要〕

　　 １ 取締役、執行役員、使用人および子会社は、適宜適切に監査役に事業の報告を行うほか、必要に応じて監査役会にて報告しており、

　　　　また、当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査役に報告することとしています。

　　 ２ スピークアップ相談窓口、当社が外部に設置する国内子会社を対象とした通報窓口および子会社が設置する内部通報窓口への相談の

　　　　状況について、当社は監査役に定期的に報告しています。

　　 ３ 内部通報に関する規程に、監査役に報告した者が、報告したことを理由として不利な取扱いを受けることはない旨を定め周知しています。

　　

(９) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る

　　 方針に関する事項

　〔体制〕

　　　監査役の職務の執行に必要となる費用については、監査役が必要と考える金額を適正に予算措置するとともに、予算措置時に

　　　想定していなかった事由のために必要となった費用についても、当社が負担します。

　〔運用状況の概要〕

　　　監査役の職務の執行に必要となる費用については、監査計画を踏まえ、事業年度の初めに通常の会社手続の中で予算措置するとともに、

　　　予算措置時に想定していなかった事由のために必要となった費用についても、当社が負担しています。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　〔体制〕

　　　主要な役員会議体には監査役の出席を得るとともに、監査役による重要書類の閲覧、会計監査人との定期的および随時の情報交換の

　　　機会ならびに必要に応じた外部人材の直接任用等を確保します。

　〔運用状況の概要〕

　　　重要案件を審議・決議する役員会議体に監査役が出席できる体制を整えているとともに、監査役から要求された重要書類は監査役の

　　　閲覧に供しています。また、監査役会や随時のミーティングで、監査役と会計監査人および内部監査部署による情報交換の機会を

　　　設けています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

(１) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　　　当社は、「トヨタ基本理念」および「トヨタ行動指針」に基づき、反社会的勢力との関係は一切持たないことを基本方針としています。また、

　　　反社会的勢力・団体によるいかなる不当要求や働きかけに対しても、組織として毅然とした対応を取ることを

　　　「トヨタ行動指針」に明記するなど周知徹底しています。

(２) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　1） 対応統括部署および不当要求防止責任者の設置状況

　　　当社の主要拠点に反社会的勢力への対応を統括する部署（対応統括部署）を設け、不当要求防止責任者を設置しています。また、

　　　反社会的勢力による不当要求、組織暴力および犯罪行為に対しては、直ちに対応統括部署に報告・相談する体制も整備しています。

　2） 外部の専門機関との連携状況

　　　警察が主催する連絡会等に加入するなど、平素より外部の専門機関と連携を深め、反社会的勢力への対応に関する指導を仰いで

　　　います。

　3） 反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

　　　対応統括部署において、有識者や警察等と連携することにより、反社会的勢力に関する最新情報を共有するとともに、かかる情報を

　　　社内への注意喚起等に活用しています。

　4） 対応マニュアルの整備状況

　　　反社会的勢力への対応方法に関する事例集等を作成し、社内各部に配付しています。

　5） 研修活動の実施状況

　　　社内において反社会的勢力に関する情報を共有し、また、社内および当社のグループ会社において講演会を実施するなど、反社会的

　　　勢力による被害の未然防止に向けた活動を推進しています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

特段の買収防衛策を導入する予定はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。

【基本理念】

　当社は事業・財務状況と成果の適時かつ適正な開示を行うことをＣＳＲ方針「社会・地球の持続可能な発展への貢献」に掲げ、実践しています。

【情報開示委員会とその目的】

　当社は情報開示の正確性・公正性および適時性を確保するために、経理本部長を委員長とする情報開示委員会を設置しています。

　情報開示委員会は、金融商品取引法に基づく有価証券報告書、四半期報告書、ならびに米国証券取引所法に基づく年次報告書の作成、報告

および評価を目的とした定例委員会を開催するほか、必要な場合には、臨時委員会を適時開催しています。

【情報開示委員会の手続き】

　情報開示委員会は以下の手続きを実施しています。

(１) 情報の収集

　　 情報開示委員会における重要性の判断基準に基づき、開示義務が生じる可能性のある当社および子会社の情報を、各部署に設けた

　　 情報開示責任者との定期・適時連絡などを通じて収集しています。

(２) 開示すべき重要情報の評価

　　 収集した情報について、上場証券取引所規則および金融商品取引法ならびに米国証券取引所法をはじめとする関係法令、規則、

　　 ガイドライン等に基づき開示判断を行っています。

(３) 評価に基づく開示

　　 上記判断に基づき、必要な場合には、会社代表者への報告および開示書類に対する認証の手続きを経て、適時迅速な開示を行っています。

　　 また、監査役 (会) は、必要に応じて情報開示委員会から報告を受け、会社代表者に対し報告または質疑応答等の機会を設けることが

　　 できます。

(４) 情報収集・開示手続きにおける適正性の確保

　　 情報開示プロセス全体を通して、内部監査担当部署による評価を実施、また、独立性のある外部監査人および外部弁護士による開示統制

　　 と手続きの確立に関する支援および開示情報の充足性・適正性に関するアドバイスを得ることにより、適時開示に係わる社内体制の一層の

　　 充実に努めています。

(５) 社内規程の整備

　　 上記各手続きおよび組織構成の詳細については、社内情報開示ガイドラインにおいて規定しています。



トヨタのコーポレート・ガバナンス
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政策保有株式の保有状況と銘柄別内訳 

 

・銘柄数及び貸借対照表計上額 

 

 
銘柄数 
(銘柄) 

貸借対照表計上額の 
合計額(百万円) 

非上場株式 109 294,930 

非上場株式以外の株式 65 1,780,972 

 

 (2020年３月期において株式数が増加した銘柄)  

 

 
銘柄数 
(銘柄) 

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(百万円) 

株式数の増加の理由 

非上場株式 8 154,305 中長期的な観点より、企業価値の 
向上に資すると判断したため 非上場株式以外の株式 2 96,639 

 

(2020年３月期において株式数が減少した銘柄)  

 

 
銘柄数 
(銘柄) 

株式数の減少に係る売却
価額の合計額(百万円) 

非上場株式 
 (注)１ 

5 21 

非上場株式以外の株式 19 26,339 

 (注) １  株式数が減少した銘柄のうち１銘柄は、会社清算に伴うものです。 
  



・特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報 

 

特定投資株式 

 

銘柄 

2020年３月期 2019年３月期 

保有目的、定量的な保有効果 (注)１ 
及び株式数が増加した理由 

当社の株 
式の保有 
の有無 

株式数(株) 株式数(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

ＫＤＤＩ㈱ 
298,492,800 298,492,800 

自動車関連(情報)取引の維持・発展 有 
952,192 711,905 

ＭＳ＆ＡＤイン
シュアランスグ
ループホールデ
ィングス㈱ 

52,610,933 52,610,933 

自動車関連(金融)取引の維持・発展 有 

159,148 177,298 

和泰汽車㈱ 
44,406,112 44,406,112 

自動車関連(業務提携)の維持・発展 有 
78,492 60,347 

東海旅客鉄道㈱ 
4,000,000 4,000,000 

地域経済との関係維持・発展 有 
69,280 102,840 

スズキ㈱ 
 (注)２ 

24,000,000 ― 自動車関連(業務提携)の維持・発展 
[株式数が増加した理由]中長期的な観点よ
り、企業価値の向上に資すると判断し取得  

有 
62,028 ― 

㈱三菱ＵＦＪフ
ィナンシャル・
グループ 

149,263,153 149,263,153 
金融取引の維持・発展 有 

60,153 82,094 

アストラ イン
ターナショナル
㈱ 

1,920,000,000 1,920,000,000 
自動車関連(業務提携)の維持・発展 有 

50,169 109,699 

浜松ホトニクス
㈱ 

8,400,000 8,400,000 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 無 

37,128 35,952 

Uber 
Technologies, 
Inc.  
 (注)３ 

10,251,736 * 

自動車関連(MaaS)取引の維持・発展 無 

31,150 * 

住友金属鉱山㈱ 
11,058,000 11,058,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
24,526 36,159 

㈱ ハ ー モ ニ ッ
ク・ドライブ・
システムズ 

4,379,400 4,379,400 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 無 

20,692 16,597 

ルネサス エレ
クトロニクス㈱ 

50,015,900 50,015,900 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 無 

19,456 25,608 

マツダ㈱ 
31,928,500 31,928,500 自動車関連(業務提携)の維持・発展 

 
有 

18,263 39,543 

関西ペイント㈱ 
8,355,386 8,355,386 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
17,195 17,638 

パナソニック㈱ 
20,700,000 20,700,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
17,077 19,751 

ヤマハ発動機㈱ 
12,500,000 12,500,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
16,337 27,137 

東京海上ホール
ディングス㈱ 

3,138,055 3,138,055 
自動車関連(金融)取引の維持・発展 有 

15,533 16,826 

㈱三井住友フィ
ナンシャルグル
ープ 

5,375,312 5,375,312 
金融取引の維持・発展 有 

14,099 20,834 
  



銘柄 

2020年３月期 2019年３月期 

保有目的、定量的な保有効果 (注)１ 
及び株式数が増加した理由 

当社の株 
式の保有 
の有無 

株式数(株) 株式数(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

㈱ダイセル 
15,000,000 15,000,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 無 
11,835 18,030 

ヤマトホールデ
ィングス㈱ 

5,748,133 5,748,133 
自動車関連(販売)取引の維持・発展 無 

9,754 16,433 

ＮＯＫ㈱ 
6,809,500 6,809,500 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
8,123 11,732 

野村ホールディ
ングス㈱ 

16,380,184 16,380,184 
金融取引の維持・発展 有 

7,498 6,555 

日本精工㈱ 
10,000,000 10,000,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
6,940 10,370 

ＴＯＹＯ ＴＩ
ＲＥ㈱ 

4,774,875 4,774,875 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 

5,920 5,992 

ＡＮＡホールデ
ィングス㈱ 

1,933,800 1,933,800 
自動車関連(販売)取引の維持・発展 無 

5,103 7,849 

㈱ゼンリン 
4,272,000 4,272,000 

自動車関連(情報)取引の維持・発展 有 
4,515 10,470 

ＫＹＢ㈱ 
1,965,417 1,965,417 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
4,066 5,342 

東日本旅客鉄道
㈱ 

491,000 491,000 
地域経済との関係維持・発展 有 

4,014 5,243 

インチケープ㈱ 
6,666,327 6,666,327 

自動車関連(販売)取引の維持・発展 無 
3,850 5,518 

日本航空㈱ 
1,842,000 1,842,000 

自動車関連(販売)取引の維持・発展 無 
3,665 7,181 

㈱ジーエス・ユ
アサ コーポレ
ーション 

2,236,080 2,236,080 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 

3,251 4,854 

大同特殊鋼㈱ 
869,000 869,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
3,024 3,793 

住友電気工業㈱ 
2,420,000 2,420,000 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
2,753 3,553 

セイノーホール
ディングス㈱ 

2,210,716 2,210,716 
自動車関連(販売)取引の維持・発展 有 

2,593 3,260 

東邦瓦斯㈱ 
526,200 526,200 

地域経済との関係維持・発展 有 
2,578 2,615 

ニチアス㈱ 
1,237,851 1,237,851 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
2,505 2,713 

曙ブレーキ工業
㈱ 

15,495,175 15,495,175 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 

2,401 1,921 

福山通運㈱ 
618,295 618,295 

自動車関連(販売)取引の維持・発展 有 
2,389 2,633 

㈱不二越 
714,443 1,318,243 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
2,086 5,866 

㈱椿本チエイン 
704,400 1,544,400 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
1,732 6,100 

日本駐車場開発
㈱ 

11,907,000 11,907,000 
自動車関連(情報)取引の維持・発展 無 

1,607 2,048 

信越化学工業㈱ 
148,800 148,800 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
1,596 1,380 

  



銘柄 

2020年３月期 2019年３月期 

保有目的、定量的な保有効果 (注)１ 
及び株式数が増加した理由 

当社の株 
式の保有 
の有無 

株式数(株) 株式数(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

富士フイルムホ
ールディングス
㈱ 

290,300 290,300 
自動車関連(技術)取引の維持・発展 有 

1,578 1,461 

ＴＰＲ㈱ 
1,370,600 2,070,600 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
1,578 4,358 

㈱ Ｐ Ｋ Ｓ Ｈ Ａ 
Ｔｅｃｈｎｏｌ
ｏｇｙ 

766,600 766,600 
自動車関連(技術)取引の維持・発展 無 

1,196 4,714 

㈱三井ハイテッ
ク 

935,500 935,500 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 

1,054 945 

東芝機械㈱ 
(注)４ 

484,000 484,000 
自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 

1,038 1,077 

太平洋工業㈱ 
1,097,397 1,097,397 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
1,032 1,707 

三櫻工業㈱ 
1,497,775 2,997,775 

自動車関連(調達)取引の維持・発展 有 
1,024 1,513 

ヤクルト本社㈱ 
136,100 136,100 

自動車関連(販売)取引の維持・発展 有 
869 1,053 

㈱ＡＬＢＥＲＴ 
165,800 165,800 

自動車関連(技術)取引の維持・発展 無 
569 2,487 

㈱ＳＵＢＡＲＵ 
(注)５ 

* 129,000,000 
自動車関連(業務提携)の維持・発展 無 

* 325,402 

オーエスジー㈱ 
(注)２ 

― 2,100,000 
― 無 

― 4,483 

日本製鉄㈱ 
(注)２、６ 

― 2,016,000 
― 有 

― 3,939 

市光工業㈱ 
(注)２ 

― 5,869,710 
― 有 

― 3,492 

三ツ星ベルト㈱ 
(注)２ 

― 1,177,562 
― 有 

― 2,318 

 (注) １  各銘柄の定量的な保有効果の記載は困難ですが、当社では、2019年９月30日を基準として、保有意義の再確

認や保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等の具体的な精査を行うことにより、保有の適

否を検証し、必要な対応を実施しています。 

 ２  「―」は、当該銘柄を保有していないことを示しています。 

３  Uber Technologies, Inc.は、2019年５月10日付けで、上場会社となり対象銘柄となったため記載していま

す。「*」は、2019年３月期においては特定投資株式ではなかったために、記載を省略していることを示し

ています。 

 ４  東芝機械㈱は、2020年４月１日付けで、芝浦機械㈱に社名変更しています。 

５  ㈱ＳＵＢＡＲＵは、株式を追加取得したことで既存保有分と合わせた保有割合が20％を超えたため、特定投

資株式から関連会社株式に区分変更しました。「*」は、2020年３月期においては特定投資株式ではなかっ

たために、記載を省略していることを示しています。 

６  新日鉄住金㈱は、2019年４月１日付けで、日本製鉄㈱に社名変更しています。 

７  特定投資株式のＴＯＹＯ ＴＩＲＥ㈱、ＡＮＡホールディングス㈱、㈱ゼンリン、ＫＹＢ㈱、東日本旅客鉄

道㈱、インチケープ㈱、日本航空㈱、㈱ジーエス・ユアサ コーポレーション、大同特殊鋼㈱、住友電気工

業㈱、セイノーホールディングス㈱、東邦瓦斯㈱、ニチアス㈱、曙ブレーキ工業㈱、福山通運㈱、㈱不二越、

㈱椿本チエイン、日本駐車場開発㈱、信越化学工業㈱、富士フイルムホールディングス㈱、ＴＰＲ㈱、㈱Ｐ

ＫＳＨＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ、㈱三井ハイテック、東芝機械㈱、太平洋工業㈱、三櫻工業㈱、およびヤ

クルト本社㈱は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、特定投資株式とみなし保有

株式を合わせて上位60銘柄について記載しています。 
  



 

みなし保有株式 

 

銘柄 (注)１ 

2020年３月期 2019年３月期 

保有目的、定量的な保有効果 (注)２ 
及び株式数が増加した理由 

当社の株 
式の保有 
の有無 

株式数(株) 株式数(株) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

日本ペイントホ
ールディングス
㈱ 

5,109,552 5,109,552 
退職給付信託に拠出、 
議決権行使の指図権は留保  

有 
28,920 22,226 

㈱ＮＴＴドコモ 
7,431,000 7,431,000 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
無 

25,094 18,217 

ダイキン工業㈱ 
1,234,800 1,234,800 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

16,262 16,015 

㈱ブリヂストン 
3,988,674 3,988,674 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

13,254 17,015 

パナソニック㈱ 
11,901,230 11,901,230 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

9,818 11,356 

住友不動産㈱ 
3,463,000 3,463,000 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

9,125 15,881 

三井物産㈱ 
6,000,640 6,000,640 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

9,021 10,312 

㈱ダイフク 
1,099,000 1,099,000 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

7,528 6,330 

オムロン㈱ 
1,333,000 1,333,000 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

7,504 6,904 

日本精工㈱ 
10,709,600 10,709,600 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

7,432 11,105 

三井住友トラス
ト・ホールディ
ングス㈱ 

2,019,872 2,019,872 
退職給付信託に拠出、 
議決権行使の指図権は留保   

有 
6,310 8,031 

日本特殊陶業㈱ 
3,929,075 3,929,075 退職給付信託に拠出、 

議決権行使の指図権は留保  
有 

5,980 8,070 

 (注) １  貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。 

２  各銘柄の定量的な保有効果の記載は困難ですが、当社では、保有の合理性について、特定の期日を基準とす

ることなく、中長期的な観点でみなし保有株式の見直しを行い、必要な対応を実施しています。 


